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１．はじめに 

スポーツは，人々の生活の中に様々な形で取り入

れられている 1)．スポーツにより本来的な楽しさを

得たり，健康や体力の保持・増進や新たな仲間を作

るなどの目標を持ってスポーツ参加をし，それぞれ

の価値が生まれ，文化としても成立しつつある． 

また文部科学省はスポーツ振興基本計画 2)を掲げ，

子どもの体力低下問題の解決や，プロスポーツの競

技者等の社会貢献の促進を図るなどしている．こう

したスポーツ関連事業の多くは公共投資を伴い，住

民への説明責任を果たす必要性があるため，正確か

つ科学的な評価が求められている． 

本研究では，近年地域スポーツとして定着し，多

様な効果を発生させているプロサッカーを例に，そ

の社会経済効果の分析手法を提案する． 

 具体的には，まず実際に活躍しているプロチーム

のもたらす効果と，それがどの関係主体に享受され

るかを整理し，一般均衡分析に基づいて便益帰着構

成表を作成する．また，それを用いて社会経済効果

について分析する． 

 

２．ホームタウンへの諸効果 

 便益帰着構成表の作成にあたり，プロサッカーチ

ームがもたらす効果の分類と，それを受ける各関係

主体の整理が必要となる．ここでは，経済効果と文

化的効果に分類してホームタウンへの諸効果を整理

する． 

（１）経済的効果 

サッカー関連施設の整備・運営，プロサッカーチ

ームの設立・運営は非常に多岐に亘るため，様々な

経済主体が様々に活動を行い，様々な場面で財・サ

ービスが需給される．したがって，それに伴って生

産と消費による様々な生産者余剰と消費者余剰，す

なわち社会的余剰が発生する． 

直接効果として，競技施設や関連インフラの整

備・維持管理や運営，チーム運営に際し，個人・企

業による資本投資が発生し，政府の支援等による公

的資金も投入される．この時多種サービスの需給を

発生させ，社会的余剰として経済的効果が発生する．

また間接効果として，試合開催や競技施設でのイベ

ントなど，多様な財・サービスが市場で取引される

ことによって発生する社会的余剰などがある． 

（２）文化的効果 

(1)に示した経済的効果のみならず，サッカーは広

く社会に文化的効果を発生させる．例えば J リーグ

は J リーグアカデミーにより，サッカー協会，地域

の指導者，学校，保護者とスポーツを通じたコミュ

ニティづくりやメディカル体制の充実を図り，地域

活動として各関係主体は文化的効果として享受する．

またサッカーチーム運営企業は，例えばイベント開

催時には，地元の後援会の協力や個人スポンサーの

支援といった連携を形成し，地域企業間の協力体制

を築き，各関係主体は文化的効果として享受する． 

地域住民は，サポーターとしてクラブチームを応

援することや，ボランティア活動へ参加し自らの暮

らす地域と深く関わりを持つことで，地域への自信

や愛着を創出する．またサッカーという世界的なス

ポーツは，異文化交流機会の創出し，教育や福祉面

の改善として役割を担い，住民は文化的効果として

享受する．これを受け自治体は政策としてスポーツ

機会の増進を図り，同時に地元チームをまちづくり

の要素として位置づけることで社会的効果を生み出

している． 

 

３．便益帰着構成表の構築 

本研究ではサッカー関連市場と各関係主体への影

響を捉えるため，便益帰着構成表 3)を用いる．この

表は，一般均衡理論を用いて定義された便益（等価

的偏差）が，各関係主体（地域）にとってどれだけ

の量になるかを体系的に表したものである．  

土木学会中部支部研究発表会 (2009.3) IV-077

-431-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）市場項目・便益項目の整理 

 プロサッカーチームの存在と地域活動は住民・企

業・自治体など様々に影響を及ぼしており，それら

を整理すると大きく４つの市場（ライヴ，メディア，

フリンジ，イフェクトマーケット）活動と捉えるこ

とができる．ライブマーケットは主にスタジアム利

用やクラブ運営に関する財・サービスの取引を，メ

ディアマーケットは放映権行使や情報発信に関する

財・サービスの取引を，フリンジマーケットは主に

グッズや肖像取引販売に関する財・サービスの取引

を取り扱う市場であり，イフェクトマーケットは主

に外部経済効果を取り扱う場である． 

（２）便益帰着構成表 

各主体の行動モデルを定式化し，一般均衡理論に

よって導出された主体別の便益定義に基づいて，(1)

の項目を整理すると表－１に示すような便益帰着構

成表が作成される． 

 

４．大分トリニータを対象とした実証分析 

 便益帰着構成表による分析手法の妥当性を検証す

るため，プロサッカーチームを対象として実証分析

を行う．家計の土地消費量や土地保有量，企業の産

出量・財投入量・資本保有量などは統計から得，各 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市場における消費者余剰と生産者余剰を求める． 

表－２ アンケート調査結果の概要 

 

 

 

 

 

また，大分トリニータの協力により，環境質の変

化や家計の余暇消費量などのデータは，表－２に示

すようにスタジアム来場者へアンケート調査により

収集し，CVMを用いて便益評価する． 

 

５．おわりに 

本研究はサッカーチームがホームタウンにもたら

す効果分析を例として，文化事業の評価手法として

提案するものである．アンケート調査対象者の選定

や分析結果の妥当性は課題としてあるが，サッカー

だけでなく様々な文化事業を評価していくきっかけ

となれば幸いである． 
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B1
ゲーム観戦
ボランティア活動 D1 D2 D3 D4 D5
ピッチ、ナイター使用 E1 E2 E3 E4
施設内宿泊施設使用 F1 F2 F3 F4
施設維持管理
ファンクラブ
（個人会員）活動
サッカースクール I1 I2 I3 I4 I5 I6
日本サッカー協会の活動
（チーム登録、放映権）
ファンクラブ
（法人会員）活動
チームスポンサーの活動
ネーミングライツ
企業間コーディネイト

メディア
P1 P2 P3 P4 P5 P6 P7 P8 P9 P10
Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10

R1 R2
S1 S2 S3 S4 S5 S6 S7 S8 S9 S10

一般消費
（周辺商店への消費）
から発生する便益

U1 U2 U3 U4 U5 U6 U7 U8 U9 U10

輸送・移動費用の変化
から発生する便益

V1 V2 V3 V4 V5 V6 V7 V8 V9 V10

X1 X2 X3 X4 X5 X6 X7 X8 X9 X10
Y1 Y2 Y3 Y4

AA1 AA2 AA3 AA4 AA5 AA6 AA7 AA8 AA9
AB1 AB2

AC1 AC2 AC3 AC4 AC5 AC6 AC7 AC8 AC9 AC10

こども
（１8歳未満)

大人
(18歳以上)

学校

交流・レクリエーション、地域活動
労働（業務）への波及的便益

合計

イフェクト

地域経済

交通への波及的便益

土地への波及的便益
環境

行政への波及的効果

放映権

フリンジ

肖像権から発生する便益
商標登録から発生する便益
個人登録から発生する便益

指導者ライセンスから発生する便益
その他各種権利から発生する便益

安全
健康・医療

施設の建設・改修費

サッカーチーム/組織創設・維持費

ライブ
管理
運営

運営者・施設利用者間
の金銭取引による便益

運営者・スポンサー間
の金銭取引による便益

スポーツ参加者
サッカー その他のスポーツ

個人（無所属) 団体（チームなど）に所属 個人（無所属) 団体（チームなど）に所属

大人
(18歳以上)

こども
（１8歳未満)

アマチュア プロ アマチュア プロ 学校

背後地域

広報部門
（出資）

広報部門
（ネーミング
ライツ）

グッズ製造
部門

K2 K3 K4 K5 K6 K7

L4 L5 L6 L7 L8
M2

P19 P20 P21 P22
Q19 Q20 Q21 Q22

U14 U15

V14

W1 W2 W3

AB9 AB10 AB11 AB12 AB13 AB14
AC18 AC19 AC20 AC21 AC22 AC23 AC24

スポンサー

地域企業・商業（製造業など）
公共交通
(鉄道・バ
ス）

当該市町村
周辺
市町村

その他
の地域
(国内）

その他
の地域
(海外）

当該
市町村

A1 -

-
+

D9 D10 +
+
+
-

H5 +

+

0

0

L9 0
0
0

O4 -
P23 P24 P25 P26 0

0
0
0
0

U18 U19 +

V15 V16 V17 +

W7 W8 0
X14 X15 +
Y9 Y10 +
Z1 Z2 +
AA18 AA19 AA20 AA21 AA22 +
AB15 AB16 AB17 +
AC28 AC29 AC30 AC31 AC32 AC33 0

メディア

合計
住民 自治体

当該
市町村

周辺
地域

その他
の地域
(国内）

その他
の地域
（海外）

周辺
地域施設

建設部

その他
の地域
(国内）

その他
の地域
(海外）

表－１ サッカーによるホームタウンへ効果を整理した便益帰着構成表  

A1：建設費(－)，B1：給与受取(＋)，D1：ボランティア活動参加から発生する便益(＋)[活動時間の消費(－)を含む]， E1：グラウンドなどの施設利用から発生する便益(＋)[施設使用料(－)を含む]，F1：宿泊施設などの利用から発生する便益(＋)[施設使用料()を含む]， K2：ファンクラブに所属するこ

とから発生する便益(＋)[ファンクラブ会員費(－)を含む]，L4：サッカーチームに出資することから発生する便益(広告 etc)(＋)[出資(－)を含む]，M2：ネーミングライツ取得から発生する便益(広告 etc)[契約料(－)を含む]，P1：個人スポンサーとして，または肖像購入時に発生する便益(＋)[出資金，肖

像購入料金(－)を含む]，P19：グッズ製造から発生する便益(＋)[契約料(－)を含む]，P23：肖像購入から発生する便益(＋)[購入費(－)を含む]， Q1：グッズ購入時に発生する便益(＋)[グッズ購入料金()を含む]，S1：ライセンス取得から発生する便益(＋)[登録料()を含む]，U1：競技施設周辺の商店街な

どへの消費による便益(＋)[各種支払い()を含む]，U14：店舗数の増加(＋/－)，U18：競技施設周辺の商店街などへの新しい消費による便益(＋)[各種支払い(－)を含む]，V1：競技施設への移動時間短縮により発生する便益(＋)[利用料金()を含む]，V15：新交通路の開拓(＋)・バスルートの増加による利

便の向上(＋)，W1：地代の変化(－)， X1：ステークホルダーが受ける自然環境変化の影響，X14：排出ガスの増加(＋/－)・沿道騒音などの増加(＋/－)・防災拠点の確保(＋)，Y9：一時的な昼間(夜間)・人口の増加(－)，Z1：運動機会の増加(＋)・医療費低減(＋)，AA1：交流機会・競技施設の増加から

発生する便益(＋)，AA18：他地域との交流機会の増加(＋)，AB1：賃金率変化(＋)， AC1：消費税(－) 

 

調査実施日 2008年10月18日

調査場所 九州石油ドーム 交流機会の増加 39%

調査対象者 試合観戦者
スポーツを通じた

健康状態の改善 56%

調査方法 聞き取り調査 福祉への貢献 88%
サンプル数 571 教育への貢献 92%

地域に対する

自信の創出 95%

チーム支援のための

平均支払意思額 12485円

大分トリニータによる影響
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